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地方公営企業法第39条第２項の規定に基づき職を定める規則の一部を改正する規則をここに公布する。 

令和７年３月28日 

新潟県知事  花 角  英 世 

新潟県規則第25号 

地方公営企業法第39条第２項の規定に基づき職を定める規則の一部を改正する規則 

地方公営企業法第39条第２項の規定に基づき職を定める規則（昭和41年新潟県規則第83号）の一部を次の表の

ように改正する。 

（下線部分は改正部分） 

改 正 後 改 正 前 

地方公営企業法（昭和27年法律第292号）第39条第

２項に規定する知事が定める職は、次のとおりとす

る。 

(1) 新潟県企業局組織規程（昭和37年新潟県企業

局管理規程第３号）により企業局に置かれる職

のうち、次に掲げるもの 

ア 局本庁の次長、技監、課長、室長、工事検

査監、参事、課長補佐、副参事及び経営企画

員 

イ （略） 

(2) 新潟県病院局組織規程（昭和36年新潟県病院

局管理規程第３号）により病院局に置かれる職

のうち、次に掲げるもの（イに掲げる職にあつ

ては、局本庁の副参事相当以上の職に限る｡) 

ア （略） 

イ 病院の院長、副院長、専任セーフティマネ

ージャー、事務長、事務長補佐、庶務課長、

経営課長、医事企画員、栄養課長、栄養課課

長代理、診療部長、臨床部長、研究部長、情

報調査部長、緩和ケアセンター長、がんゲノ

ム医療センター長、科部長、中央放射線部長、

中央内視鏡部長、中央手術部長、臨床検査部

長、病理部長、がん予防総合センター長、診

療放射線技師長、診療放射線副技師長、臨床

検査技師長、臨床検査副技師長、リハビリテ

ーション技師長、リハビリテーション副技師

長、臨床工学技士長、薬剤部長、薬剤副部長、

看護部長、看護副部長、看護師長、社会復帰

部長、社会復帰副部長、救命救急センター長、

救命救急センター副センター長、患者サポー

トセンター長、患者サポートセンター副セン

ター長、循環器病センター長、内視鏡センタ

ー長、教育研修センター長、教育研修センタ

ー副センター長、リウマチセンター長、リウ

マチセンター副センター長、参与、参事及び

副参事 

地方公営企業法（昭和27年法律第292号）第39条第

２項に規定する知事が定める職は、次のとおりとす

る。 

(1) 新潟県企業局組織規程（昭和37年新潟県企業

局管理規程第３号）により企業局に置かれる職

のうち、次に掲げるもの 

ア 局本庁の次長、技監、課長、室長、工事検

査監、参事、課長補佐及び副参事 

 

イ （略） 

(2) 新潟県病院局組織規程（昭和36年新潟県病院

局管理規程第３号）により病院局に置かれる職

のうち、次に掲げるもの（イに掲げる職にあつ

ては、局本庁の副参事相当以上の職に限る｡) 

ア （略） 

イ 病院の院長、副院長、専任セーフティマネ

ージャー、事務長、事務長補佐、庶務課長、

経営課長、医事企画員、栄養課長、栄養課課

長代理、診療部長、臨床部長、研究部長、情

報調査部長、緩和ケアセンター長、がんゲノ

ム医療センター長、科部長、中央放射線部長、

中央内視鏡部長、中央手術部長、臨床検査部

長、病理部長、がん予防総合センター長、診

療放射線技師長、診療放射線副技師長、臨床

検査技師長、臨床検査副技師長、リハビリテ

ーション技師長、リハビリテーション副技師

長、臨床工学技士長、薬剤部長、薬剤副部長、

看護部長、看護副部長、看護師長、社会復帰

部長、社会復帰副部長、救命救急センター長、

救命救急センター副センター長、患者サポー

トセンター長、患者サポートセンター副セン

ター長、循環器病センター長、内視鏡センタ

ー長、消化器内視鏡センター長、教育研修セ

ンター長、教育研修センター副センター長、

参与、参事及び副参事 

附 則 

この規則は、令和７年４月１日から施行する。 
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新潟県行政組織規則の一部を改正する規則をここに公布する。 

令和７年３月28日 

新潟県知事  花 角  英 世 

新潟県規則第26号 

新潟県行政組織規則の一部を改正する規則 

新潟県行政組織規則（昭和35年新潟県規則第８号）の一部を次の表のように改正する。 

（下線部分は改正部分） 

改 正 後 改 正 前 

（環境局） 

第６条の３ 環境局に次の課、室及び係を置く。 

環境政策課 （略） 

環境対策課 

環境保全係 大気環境係 水環境係 

 

資源循環推進課 （略） 

２ 前項に規定するもののほか、環境対策課に自然

共生室を置き、同室に自然保護係及び鳥獣管理係

を置く。 

 

（観光文化スポーツ部） 

第６条の７ 観光文化スポーツ部に次の課、室及び

係を置く。 

観光企画課・国際観光推進課 （略） 

文化課 

文化政策係 文化資源活用推進係 埋蔵文化財

係 芸術文化振興室 世界遺産室 

スポーツ課 （略） 

 

（分掌事務） 

第９条 前節に規定する課、室及びセンター（課又

はセンターに置く室及び課に置くセンターを除

く｡)の分掌事務は、次のとおりとする。 

知事政策局 （略） 

総務部 

財政課 （略） 

人事課 

 

(1) （略） 

(2) （略） 

(3) （略） 

(4) （略） 

(5) （略） 

(6) （略） 

(7) （略） 

(8) （略） 

(9) （略） 

行政改革課 

(1) （略） 

(2) 県庁働き方改革の推進に関する事項 

(3) （略） 

(4) （略） 

（環境局） 

第６条の３ 環境局に次の課、室及び係を置く。 

環境政策課 （略） 

環境対策課 

環境保全係 大気環境係 水環境係 自然共生

室 

資源循環推進課 （略） 

 

 

 

 

（観光文化スポーツ部） 

第６条の７ 観光文化スポーツ部に次の課、室及び

係を置く。 

観光企画課・国際観光推進課 （略） 

文化課 

文化政策係 文化資源活用推進係 埋蔵文化財

係 芸術文化振興室 世界遺産登録推進室 

スポーツ課 （略） 

 

（分掌事務） 

第９条 前節に規定する課、室及びセンター（課又

はセンターに置く室及び課に置くセンターを除

く｡)の分掌事務は、次のとおりとする。 

知事政策局 （略） 

総務部 

財政課 （略） 

人事課 

(1) 県庁働き方改革の推進に関する事項 

(2) （略） 

(3) （略） 

(4) （略） 

(5) （略） 

(6) （略） 

(7) （略） 

(8) （略） 

(9) （略） 

(10) （略） 

行政改革課 

(1) （略） 

 

(2) （略） 

(3) （略） 
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(5) （略） 

(6) （略） 

法務文書課～総務事務センター （略） 

環境局～産業労働部 （略） 

観光文化スポーツ部 

観光企画課・国際観光推進課 （略） 

文化課 

(1)～(6) （略） 

(7) 世界遺産に関する事項 

(8)～(13) （略） 

スポーツ課 （略） 

農林水産部 

農業総務課 

(1)～(7) （略） 

 

(8) （略） 

(9) （略） 

地域農政推進課～治山課 （略） 

農地部～出納局 （略） 

２ （略） 

 

（組織） 

第11条 地域振興局に次の部、センター、課及び係

を置く。 

(1)～(11) （略） 

(12) 佐渡地域振興局 

健康福祉環境部・農林水産振興部 （略） 

地域整備部 

総務課～道路課 （略） 

河川・砂防課 （略） 

 

建築課～県民サービスセンター （略） 

２～12 （略） 

 

（分掌事務） 

第12条 （略） 

２～11 （略） 

12 佐渡地域振興局の部、センター及び課の分掌事

務は、第26項に規定するもののほか、次のとおり

とする。 

健康福祉環境部・農林水産振興部 （略） 

地域整備部 

総務課～道路課 （略） 

河川・砂防課 

(1) （略） 

(2) 災害復旧工事の執行に関する事項（維持管理

課、港湾課及び漁港課の所管に属する事項を除

く｡) 

(3) 砂防、地すべり防止、急傾斜地崩壊防止及び

雪崩対策工事の執行に関する事項 

(4) （略） 

(4) （略） 

(5) （略） 

法務文書課～総務事務センター （略） 

環境局～産業労働部 （略） 

観光文化スポーツ部 

観光企画課・国際観光推進課 （略） 

文化課 

(1)～(6) （略） 

(7) 世界遺産登録に関する事項 

(8)～(13) （略） 

スポーツ課 （略） 

農林水産部 

農業総務課 

(1)～(7) （略） 

(8) 農住組合に関する事項 

(9) （略） 

(10) （略） 

地域農政推進課～治山課 （略） 

農地部～出納局 （略） 

２ （略） 

 

（組織） 

第11条 地域振興局に次の部、センター、課及び係

を置く。 

(1)～(11) （略） 

(12) 佐渡地域振興局 

健康福祉環境部・農林水産振興部 （略） 

地域整備部 

総務課～道路課 （略） 

治水課 （略） 

砂防課 

建築課～県民サービスセンター （略） 

２～12 （略） 

 

（分掌事務） 

第12条 （略） 

２～11 （略） 

12 佐渡地域振興局の部、センター及び課の分掌事

務は、第26項に規定するもののほか、次のとおり

とする。 

健康福祉環境部・農林水産振興部 （略） 

地域整備部 

総務課～道路課 （略） 

治水課 

(1) （略） 

(2) 災害復旧工事の執行に関する事項（維持管理

課、砂防課、港湾課及び漁港課の所管に属する

事項を除く｡) 

 

 

(3) （略） 
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(5) （略） 

 

 

 

 

 

建築課～県民サービスセンター （略） 

13～26 （略） 

 

（組織） 

第122条 工業技術総合研究所に次の課、室、センタ

ー及び係を置く。 

総務課 （略） 

企画連携室 

技術統括センター 

 

（分掌事務） 

第123条 工業技術総合研究所の課、室及びセンター

の分掌事務は、次のとおりとする。 

総務課 

(1)～(4) （略） 

(5) 企画連携室及び技術統括センターに属しない

事項 

企画連携室 

(1)・(2) （略） 

(3) 職員（技術職員に限る｡)の研修の企画及び実

施に関する事項（技術統括センターの所管に属

する事項を除く｡) 

(4) 工業技術に関する企業間連携及び産学官金連

携に関する事項 

(5) 工業技術に関する情報の収集及び提供に関す

る事項（技術統括センターの所管に属する事項

を除く｡) 

(6) 各技術支援センターとの技術業務の連絡調整

に関する事項（技術統括センターの所管に属す

る事項を除く｡) 

(7) その他工業技術の振興に関する事項（技術統

括センターの所管に属する事項を除く｡) 

技術統括センター 

(1) 工業技術に関する研究開発の計画及び実施に

関する事項 

(2) 工業に関する技術指導の管理及び調整に関す

る事項 

(3) 職員（技術職員に限る｡)の研修（研究開発及

び技術指導に係るものに限る｡)の企画及び実施

に関する事項 

(4) 工業技術に関する情報（研究開発及び技術指

導に係るものに限る｡)の収集及び提供に関する

事項 

(5) 各技術支援センターとの技術業務の連絡調整

（研究開発及び技術指導に係るものに限る｡)に

(4) （略） 

砂防課 

(1) 砂防、地すべり防止、急傾斜地崩壊防止及び

雪崩対策工事の執行に関する事項 

(2) 砂防設備等の災害復旧工事の執行に関する事

項 

建築課～県民サービスセンター （略） 

13～26 （略） 

 

（組織） 

第122条 工業技術総合研究所に次の課、室、センタ

ー及び係を置く。 

総務課 （略） 

企画管理室 

研究開発センター 

 

（分掌事務） 

第123条 工業技術総合研究所の課、室及びセンター

の分掌事務は、次のとおりとする。 

総務課 

(1)～(4) （略） 

(5) 企画管理室及び研究開発センターに属しない

事項 

企画管理室 

(1)・(2) （略） 

(3) 職員（技術職員に限る｡)の研修の企画及び実

施に関する事項 

 

 

 

(4) 工業技術に関する情報の収集及び提供に関す

る事項 

 

(5) 各技術支援センターとの技術業務の連絡調整

に関する事項 

 

(6) その他工業技術の振興に関する事項 

 

研究開発センター 
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関する事項 

(6) その他工業技術の振興（研究開発及び技術指

導に係るものに限る｡)に関する事項 

 

２ 下越、県央、中越及び上越の各技術支援センタ

ーの分掌事務は、次のとおりとする。 

(1) 人事、公印、文書及び会計に関する事項 

(2) （略） 

(3) 工業技術に関する研究開発に係る相談に関す

る事項 

(4) （略） 

(5) （略） 

(6) （略） 

３ 素材応用技術支援センターの分掌事務は、次の

とおりとする。 

(1) 人事、公印、文書及び会計に関する事項 

(2) （略） 

(3) 素材の応用技術に関する研究開発に係る相談

に関する事項 

(4) （略） 

(5) （略） 

(6) その他素材の応用技術の振興に関する事項 

 

（設置） 

第132条 （略） 

２ 農業総合研究所の事務の一部を分掌させるため、

次のとおり研究センター及び農業技術センターを

置く。 

名 称 位 置 

（略） 

農業総合研究所中山間地域

農業研究センター 

（略） 

 

 

（略） 

 

（分掌事務） 

第134条 農業総合研究所の部、課及び室の分掌事務

は、次のとおりとする。 

管理部 

総務課 

(1)・(2) （略） 

(3) 各研究センター及び佐渡農業技術センターと

の業務（研究業務を除く｡)の連絡調整に関する

事項 

(4)・(5) （略） 

企画経営部 

(1)・(2) （略） 

(3) 各研究センター及び佐渡農業技術センターと

の研究業務の連絡調整に関する事項 

(4) （略） 

 

 

 

工業技術に関する研究開発の実施に関する事項 

２ 下越、県央、中越及び上越の各技術支援センタ

ーの分掌事務は、次のとおりとする。 

 

(1) （略） 

 

 

(2) （略） 

(3) （略） 

(4) （略） 

３ 素材応用技術支援センターの分掌事務は、次の

とおりとする。 

 

(1) （略） 

 

 

(2) （略） 

(3) （略） 

 

 

（設置） 

第132条 （略） 

２ 農業総合研究所の事務の一部を分掌させるため、

次のとおり研究センター及び農業技術センターを

置く。 

名 称 位 置 

（略） 

農業総合研究所高冷地農業

技術センター 

（略） 

農業総合研究所中山間地農

業技術センター 

長岡市 

（略） 

 

（分掌事務） 

第134条 農業総合研究所の部、課及び室の分掌事務

は、次のとおりとする。 

管理部 

総務課 

(1)・(2) （略） 

(3) 各研究センター及び各農業技術センターとの

業務（研究業務を除く｡)の連絡調整に関する事

項 

(4)・(5) （略） 

企画経営部 

(1)・(2) （略） 

(3) 各研究センター及び各農業技術センターとの

研究業務の連絡調整に関する事項 

(4) （略） 
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企画調整室 （略） 

基盤研究部・アグリ・フーズバイオ研究部 （略） 

２～５ （略） 

６ 中山間地域農業研究センターの分掌事務は、次

のとおりとする。 

(1)・(2) （略） 

(3) 中山間地域の農業技術の研究に関する事項 

(4) （略） 

(5) 中山間地域の農業及び農村の振興に係る調査

研究に関する事項 

 

 

 

 

 

７ （略） 

 

（総括政策企画員等） 

第177条 知事政策局政策企画課及び福祉保健部地

域医療政策課に総括政策企画員を置くことができ

る。 

２ （略） 

 

第181条の２ （略） 

 

（電気調整員） 

第181条の３ 農地部農地建設課に電気調整員を置

くことができる。 

 

第181条の４ （略） 

 

第213条 法律若しくはこれに基づく政令又は条例に

基づいて設置されている附属機関は、次のとおり

である。 

名 称 担任する事務 設置規定 

（略） 

新潟県私立

学校審議会 

私立学校法（昭和24

年法律第270号）第８

条の規定による同法

の規定によりその権

限に属させられた事

項の審議並びに私立

大学及び私立高等専

門学校以外の私立学

校並びに私立専修学

校及び私立各種学校

に関する重要事項に

ついての知事に対す

る建議 

私立学校法第

８条第１項 

（略） 

新潟県後期 高齢者の医療の確保 （略） 

企画調整室 （略） 

基盤研究部・アグリ・フーズバイオ研究部 （略） 

２～５ （略） 

６ 高冷地農業技術センターの分掌事務は、次のと

おりとする。 

(1)・(2) （略） 

(3) 高冷地の農業技術の研究に関する事項 

(4) （略） 

 

 

７ 中山間地農業技術センターの分掌事務は、次の

とおりとする。 

(1) 人事、公印、文書及び会計に関する事項 

(2) ほ場の管理及び運営に関する事項 

(3) 中山間地域の農業技術の研究に関する事項 

８ （略） 

 

（総括政策企画員等） 

第177条 知事政策局政策企画課に総括政策企画員

を置くことができる。 

 

２ （略） 

 

第181条の２ （略） 

 

 

 

 

 

第181条の３ （略） 

 

第213条 法律若しくはこれに基づく政令又は条例に

基づいて設置されている附属機関は、次のとおり

である。 

名 称 担任する事務 設置規定 

（略） 

新潟県私立

学校審議会 

私立学校法（昭和24

年法律第270号）第９

条の規定による同法

の規定によりその権

限に属させられた事

項の審議並びに私立

大学及び私立高等専

門学校以外の私立学

校並びに私立専修学

校及び私立各種学校

に関する重要事項に

ついての知事に対す

る建議 

私立学校法第

９条第１項 

（略） 

新潟県後期 高齢者の医療の確保 （略） 
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高齢者医療

審査会 

に関する法律（昭和

57年法律第80号）第

128条第１項の規定

による後期高齢者医

療給付に関する処分

（同法第54条第３項

及び第５項の規定に

よる求めに対する処

分を含む｡)又は保険

料その他同法第４章

の規定による徴収金

（市町村及び後期高

齢者医療広域連合が

徴収するものに限

る｡)に関する処分に

対する不服の審査に

関する事務 
 

高齢者医療

審査会 

に関する法律（昭和

57年法律第80号）第

128条第１項の規定

による後期高齢者医

療給付に関する処分

（被保険者証の交付

の請求又は返還に関

する処分を含む｡)又

は保険料その他同法

第４章の規定による

徴収金（市町村及び

後期高齢者医療広域

連合が徴収するもの

に限る｡)に関する処

分に対する不服の審

査に関する事務 

 
 

（略） （略） 

附 則 

この規則は、令和７年４月１日から施行する。ただし、第213条の表新潟県後期高齢者医療審査会の項の改正は、

公布の日から施行する。 
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新潟県事務委任規則の一部を改正する規則をここに公布する。 

令和７年３月28日 

新潟県知事  花 角  英 世 

新潟県規則第27号 

新潟県事務委任規則の一部を改正する規則 

新潟県事務委任規則（昭和35年新潟県規則第９号）の一部を次の表のように改正する。 

（下線部分は改正部分） 

改 正 後 改 正 前 
  
（地域振興局長への委任） 

第３条の３ 次に掲げる事務は、地域振興局長に委

任する。 

(1)～(351) （略） 

(352) 都市計画法第81条第３項の規定により、公

示すること。 

(353)～(544) （略） 

(545) 特定都市河川浸水被害対策法（平成15年法

律第77号）第38条第１項の規定による完了又は

廃止の届出を受理すること。 

(546) 特定都市河川浸水被害対策法第38条第２

項の規定により、完了検査をすること。 

(547) 特定都市河川浸水被害対策法第38条第３

項の規定により、標識を設けること。 

(548) 特定都市河川浸水被害対策法第38条第６

項（同法第45条第２項において準用する場合を

含む｡)の規定により、損失を補償すること。 

(549) 特定都市河川浸水被害対策法第38条第７

項（同法第45条第２項において準用する場合を

含む｡)の規定により、損失を受けた者と協議す

ること。 

(550) 特定都市河川浸水被害対策法第38条第８

項（同法第45条第２項において準用する場合を

含む｡)の規定により、裁決を申請すること。 

(551) 特定都市河川浸水被害対策法第41条第１

項の規定により、監督処分をすること。 

(552) 特定都市河川浸水被害対策法第41条第２

項の規定により、あらかじめ公告して必要な措

置を行い、又は行わせること。 

(553) 特定都市河川浸水被害対策法第41条第３

項の規定により、公示すること。 

(554) 特定都市河川浸水被害対策法第42条第１

項の規定により、職員に立入検査をさせること。 

(555) 特定都市河川浸水被害対策法第43条第１

項の規定により、報告若しくは資料の提出を求

め、又は必要な助言若しくは勧告をすること。 

(556) 特定都市河川浸水被害対策法第43条第２

項の規定により、報告若しくは資料の提出を求

め、又は必要な助言若しくは勧告をすること。 

(557) 特定都市河川浸水被害対策法第45条第１

項の規定により、標識を設けること。 

(558) 特定都市河川浸水被害対策法第53条第３

（地域振興局長への委任） 

第３条の３ 次に掲げる事務は、地域振興局長に委

任する。 

(1)～(351) （略） 

(352) 都市計画法第81条第３項の規定により、標

識の設置及び公示をすること。 

(353)～(544) （略） 
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項の規定により、土地の所有者の同意を得るこ

と。 

(559) 特定都市河川浸水被害対策法第54条第１

項の規定により、標識を設けること。 

(560) 特定都市河川浸水被害対策法第54条第４

項の規定により、損失を補償すること。 

(561) 特定都市河川浸水被害対策法第54条第５

項の規定により、損失を受けた者と協議するこ

と。 

(562) 特定都市河川浸水被害対策法第54条第６

項の規定により、裁決を申請すること。 

２・３ （略） 

４ 次に掲げる事務は、新発田、三条、長岡、南魚

沼、上越及び佐渡の各地域振興局長に委任する。 

(1)～(136)の67 （略） 

(137) 建築基準法第７条の６第１項第１号及び

第18条第38項第１号の規定により、検査済証の

交付を受けるまでの建築物の仮使用の認定をす

ること。 

(138)～(187) （略） 

(188) 長期優良住宅の普及の促進に関する法律

第６条第４項（同法第８条第２項において準用

する場合を含む。）において準用する建築基準法

第18条第15項の規定による通知書の交付を受け

ること。 

(189)～(207) （略） 

(208) 都市の低炭素化の促進に関する法律第54

条第４項（同法第55条第２項において準用する

場合を含む。）において準用する建築基準法第18

条第15項の規定による通知書の交付を受けるこ

と。 

(209)～(213) （略） 

(214) 建築物のエネルギー消費性能の向上等に

関する法律（平成27年法律第53号）第７条の規

定により、必要な指導及び助言をすること（建

築基準法第６条第１項の規定による確認申請に

係る建築物のうちに、最高の高さが45メートル

を超える建築物を除く。次号から第221号まで及

び第229号において同じ。）。 

(215) 建築物のエネルギー消費性能の向上等に

関する法律第11条第１項及び第２項の規定によ

り、計画の判定をすること。 

(216) 建築物のエネルギー消費性能の向上等に

関する法律第11条第３項から第５項までの規定

により、通知書を交付すること。 

(217) 建築物のエネルギー消費性能の向上等に

関する法律第12条第２項及び第３項の規定によ

り、計画の判定をすること。 

(218) 建築物のエネルギー消費性能の向上等に

関する法律第12条第４項から第６項までの規定

により、通知書を交付すること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２・３ （略） 

４ 次に掲げる事務は、新発田、三条、長岡、南魚

沼、上越及び佐渡の各地域振興局長に委任する。 

(1)～(136)の67 （略） 

(137) 建築基準法第７条の６第１項第１号及び

第18条第24項第１号の規定により、検査済証の

交付を受けるまでの建築物の仮使用の認定をす

ること。 

(138)～(187) （略） 

(188) 長期優良住宅の普及の促進に関する法律

第６条第４項（同法第８条第２項において準用

する場合を含む。）において準用する建築基準法

第18条第14項の規定による通知書の交付を受け

ること。 

(189)～(207) （略） 

(208) 都市の低炭素化の促進に関する法律第54

条第４項（同法第55条第２項において準用する

場合を含む。）において準用する建築基準法第18

条第14項の規定による通知書の交付を受けるこ

と。 

(209)～(213) （略） 

(214) 建築物のエネルギー消費性能の向上等に

関する法律（平成27年法律第53号）第８条の規

定により、必要な指導及び助言をすること（建

築基準法第６条第１項の規定による確認申請に

係る建築物のうちに、最高の高さが45メートル

を超える建築物を除く。次号から第231号まで及

び第242号において同じ。）。 

(215) 建築物のエネルギー消費性能の向上等に

関する法律第12条第１項及び第２項の規定によ

り、計画の判定をすること。 

(216) 建築物のエネルギー消費性能の向上等に

関する法律第12条第３項から第５項までの規定

により、通知書を交付すること。 

(217) 建築物のエネルギー消費性能の向上等に

関する法律第13条第２項及び第３項の規定によ

り、計画の判定をすること。 

(218) 建築物のエネルギー消費性能の向上等に

関する法律第13条第４項から第６項までの規定

により、通知書を交付すること。 
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(219) 建築物のエネルギー消費性能の向上等に

関する法律第13条第１項の規定により、必要な

措置をとるべきことを命ずること。 

(220) 建築物のエネルギー消費性能の向上等に

関する法律第13条第２項の規定により、必要な

措置をとるべきことを要請すること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(221) 建築物のエネルギー消費性能の向上等に

関する法律第15条第１項の規定により、必要な

報告をさせ、又は職員に立入検査をさせること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(222) 建築物のエネルギー消費性能の向上等に

関する法律第30条第１項（同法第31条第２項に

おいて準用する場合を含む｡)の規定により、計

画の認定をすること（建築基準法第６条第１項

の規定による確認申請に係る建築物のうちに、

最高の高さが45メートルを超える建築物（同法

第85条第６項若しくは第７項の仮設興行場等、

同法第87条の３第６項の興行場等又は同条第７

項の特別興行場等（以下この号において単に「仮

設興行場等」という｡)を除く｡)又は仮設興行場

(219) 建築物のエネルギー消費性能の向上等に

関する法律第14条第１項の規定により、必要な

措置をとるべきことを命ずること。 

(220) 建築物のエネルギー消費性能の向上等に

関する法律第14条第２項の規定により、必要な

措置をとるべきことを要請すること。 

(221) 建築物のエネルギー消費性能の向上等に

関する法律第15条第３項の規定により、計画の

写しを受理すること。 

(222) 建築物のエネルギー消費性能の向上等に

関する法律第16条第１項の規定により、計画の

変更その他必要な措置をとるべきことを指示す

ること。 

(223) 建築物のエネルギー消費性能の向上等に

関する法律第16条第２項の規定により、指示に

係る措置をとるべきことを命ずること。 

(224) 建築物のエネルギー消費性能の向上等に

関する法律第16条第３項の規定により、協議を

求めること。 

(225) 建築物のエネルギー消費性能の向上等に

関する法律第17条第１項の規定により、必要な

報告をさせ、又は職員に立入検査をさせること。 

(226) 建築物のエネルギー消費性能の向上等に

関する法律第19条第１項の規定により、届出を

受理すること。 

(227) 建築物のエネルギー消費性能の向上等に

関する法律第19条第２項の規定により、計画の

変更その他必要な措置をとるべきことを指示す

ること。 

(228) 建築物のエネルギー消費性能の向上等に

関する法律第19条第３項の規定により、指示に

係る措置をとるべきことを命ずること。 

(229) 建築物のエネルギー消費性能の向上等に

関する法律第20条第２項の規定により、通知を

受理すること。 

(230) 建築物のエネルギー消費性能の向上等に

関する法律第20条第３項の規定により、協議を

求めること。 

(231) 建築物のエネルギー消費性能の向上等に

関する法律第21条第１項の規定により、必要な

報告をさせ、又は職員に立入検査をさせること。 

(232) 建築物のエネルギー消費性能の向上等に

関する法律第35条第１項（同法第36条第２項に

おいて準用する場合を含む｡)の規定により、計

画の認定をすること（建築基準法第６条第１項

の規定による確認申請に係る建築物のうちに、

最高の高さが45メートルを超える建築物（同法

第85条第６項若しくは第７項の仮設興行場等、

同法第87条の３第６項の興行場等又は同条第７

項の特別興行場等（以下この号において単に「仮

設興行場等」という｡)を除く｡)又は仮設興行場
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等のうち博覧会建築物が含まれる場合における

当該申請に係る建築物に係る場合を除く。次号

から第228号まで及び第230号において同じ｡)。 

(223) 建築物のエネルギー消費性能の向上等に

関する法律第30条第３項（同法第31条第２項に

おいて準用する場合を含む｡)の規定により、計

画を建築主事に通知すること。 

(224) 建築物のエネルギー消費性能の向上等に

関する法律第30条第４項（同法第31条第２項に

おいて準用する場合を含む｡)において準用する

建築基準法第18条第３項の規定による確認済証

の交付を受けること。 

(225) 建築物のエネルギー消費性能の向上等に

関する法律第30条第４項（同法第31条第２項に

おいて準用する場合を含む｡)において準用する

建築基準法第18条第15項の規定による通知書の

交付を受けること。 

(226) 建築物のエネルギー消費性能の向上等に

関する法律第32条の規定により、認定建築主に

対し報告を求めること。 

(227) 建築物のエネルギー消費性能の向上等に

関する法律第33条の規定により、必要な措置を

命ずること。 

(228) 建築物のエネルギー消費性能の向上等に

関する法律第34条の規定により、計画の認定を

取り消すこと。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(229) 建築物のエネルギー消費性能の向上等に

関する法律施行規則（平成28年国土交通省令第

５号）第13条の規定により、書面を交付するこ

と。 

(230) 建築物のエネルギー消費性能の向上等に

関する法律施行規則第28条の規定により、書面

を交付すること。 

５～12 （略） 

 

（福祉事務所長への委任） 

第６条 次に掲げる事務は、福祉事務所長に委任す

る。 

(1) 生活保護法（昭和25年法律第144号）第24条第

３項（同条第９項において準用する場合を含む｡)

等のうち博覧会建築物が含まれる場合における

当該申請に係る建築物に係る場合を除く。次号

から第241号まで及び第243号において同じ｡)。 

(233) 建築物のエネルギー消費性能の向上等に

関する法律第35条第３項（同法第36条第２項に

おいて準用する場合を含む｡)の規定により、計

画を建築主事に通知すること。 

(234) 建築物のエネルギー消費性能の向上等に

関する法律第35条第４項（同法第36条第２項に

おいて準用する場合を含む｡)において準用する

建築基準法第18条第３項の規定による確認済証

の交付を受けること。 

(235) 建築物のエネルギー消費性能の向上等に

関する法律第35条第４項（同法第36条第２項に

おいて準用する場合を含む｡)において準用する

建築基準法第18条第14項の規定による通知書の

交付を受けること。 

(236) 建築物のエネルギー消費性能の向上等に

関する法律第37条の規定により、認定建築主に

対し報告を求めること。 

(237) 建築物のエネルギー消費性能の向上等に

関する法律第38条の規定により、必要な措置を

命ずること。 

(238) 建築物のエネルギー消費性能の向上等に

関する法律第39条の規定により、計画の認定を

取り消すこと。 

(239) 建築物のエネルギー消費性能の向上等に

関する法律第41条第２項の規定により、建築物

エネルギー消費性能基準に適合している旨の認

定をすること。 

(240) 建築物のエネルギー消費性能の向上等に

関する法律第42条の規定により、建築物エネル

ギー消費性能基準に適合している旨の認定を取

り消すこと。 

(241) 建築物のエネルギー消費性能の向上等に

関する法律第43条第１項の規定により、必要な

報告をさせ、又は職員に立入検査をさせること。 

(242) 建築物のエネルギー消費性能の向上等に

関する法律施行規則（平成28年国土交通省令第

５号）第11条の規定により、書面を交付するこ

と。 

(243) 建築物のエネルギー消費性能の向上等に

関する法律施行規則第29条の規定により、書面

を交付すること。 

５～12 （略） 

 

（福祉事務所長への委任） 

第６条 次に掲げる事務は、福祉事務所長に委任す

る。 

(1) 生活保護法（昭和25年法律第144号）第24条第

３項の規定による保護の要否、種類、程度及び
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の規定による保護の要否、種類、程度及び方法

を決定し、これを通知すること。 

(1)の２～(8)の２ （略） 

(8)の３ 生活保護法第55条の５第１項の規定に

より、進学・就職準備給付金を支給すること。 

(8)の４～(12) （略） 

(12)の２ 生活保護法第76条の２の規定による損

害賠償の請求権を行使すること。 

(13)～(15)の２ （略） 

(15)の３ 生活保護法第78条第３項の規定によ

り、就労自立給付金費又は進学・就職準備給付

金費の費用の額等を徴収すること。 

(16)～(26) （略） 

 

（児童相談所長への委任） 

第７条 次に掲げる事務は、児童相談所長に委任す

る。 

(1)～(12) （略） 

(13) 児童福祉法第33条第２項、第18項及び第20

項の規定により、一時保護を行い、又は一時保

護を行うことを委託すること。 

(13)の２～(39) （略） 

 

（保健所長への委任） 

第８条 次に掲げる事務は、保健所長に委任する。 

(1)～(94)の４ （略） 

(94)の５ 精神保健及び精神障害者福祉に関する

法律第29条の５の規定による措置入院者の症状

消退届を受理すること。 

(95)・(95)の２ （略） 

(95)の３ 精神保健及び精神障害者福祉に関する

法律第34条第１項から第３項までの規定により、

精神障害者を精神科病院に移送すること。 

(95)の４ （略） 

(95)の５ 精神保健及び精神障害者福祉に関する

法律第38条の３第４項の規定により、措置入院

者を退院させること。 

(95)の６ 精神保健及び精神障害者福祉に関する

法律第38条の５第５項の規定により、措置入院

者を退院させること。 

(96)～(99) （略） 

(99)の２ 精神保健及び精神障害者福祉に関する

法律施行令（昭和25年政令第155号）第７条第５

項又は第９条第２項の規定により、新たな精神

障害者保健福祉手帳を交付すること。 

 

(99)の３ （略） 

 

 

 

 

方法を決定し、これを通知すること。 

 

(1)の２～(8)の２ （略） 

(8)の３ 生活保護法第55条の５第１項の規定に

より、進学準備給付金を支給すること。 

(8)の４～(12) （略） 

 

 

(13)～(15)の２ （略） 

(15)の３ 生活保護法第78条第３項の規定によ

り、就労自立給付金費又は進学準備給付金費の

費用の額等を徴収すること。 

(16)～(26) （略） 

 

（児童相談所長への委任） 

第７条 次に掲げる事務は、児童相談所長に委任す

る。 

(1)～(12) （略） 

(13) 児童福祉法第33条第２項、第９項及び第11

項の規定により、一時保護を行い、又は一時保

護を行うことを委託すること。 

(13)の２～(39) （略） 

 

（保健所長への委任） 

第８条 次に掲げる事務は、保健所長に委任する。 

(1)～(94)の４ （略） 

 

 

 

(95)・(95)の２ （略） 

(95)の３ 精神保健及び精神障害者福祉に関する

法律第34条第１項又は第３項の規定により、精

神障害者を精神科病院に移送すること。 

(95)の４ （略） 

 

 

 

 

 

 

(96)～(99) （略） 

(99)の２ 精神保健及び精神障害者福祉に関する

法律施行令（昭和25年政令第155号。第99号の４

において「政令」という｡)第７条第５項又は第

９条第２項の規定により、新たな精神障害者保

健福祉手帳を交付すること。 

(99)の３ （略） 

(99)の４ 新潟県精神保健及び精神障害者福祉に

関する法律施行細則（昭和58年新潟県規則第29

号）第26条第４項の規定により、政令第９条第

１項に規定する障害等級に該当しない旨の通知
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(100)～(271) （略） 

２ （略） 

３ 次に掲げる事務は、新発田、三条、長岡、南魚

沼、上越及び佐渡の各保健所長に委任する。 

(1) 大麻草の栽培の規制に関する法律（昭和23年

法律第124号）第22条の３第１項の規定により、

第１種大麻草採取栽培者その他の関係者から必

要な報告を求め、又は職員に立入検査若しくは

収去をさせること。 

(1)の２～(21) （略） 

をすること。 

(100)～(271) （略） 

２ （略） 

３ 次に掲げる事務は、新発田、三条、長岡、南魚

沼、上越及び佐渡の各保健所長に委任する。 

(1) 大麻草の栽培の規制に関する法律（昭和23年

法律第124号）第21条第１項の規定により、大麻

草栽培者その他の関係者から必要な報告を求め、

又は職員に立入検査若しくは収去をさせること。 

 

(1)の２～(21) （略） 
  
附 則 

この規則は、令和７年４月１日から施行する。ただし、次の各号に掲げる改正は、当該各号に定める日から施

行する。 

(1) 第３条の３第１項第352号の改正、同項に18号を加える改正、第８条第１項第99号の２の改正及び同項第99

号の４を削る改正 公布の日 

(2) 第７条の改正 令和７年６月１日 

 

訓   令 
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◎新潟県訓令第11号 

福祉保健部生活衛生課 

地 域 振 興 局 

中央福祉相談センター 

工業技術総合研究所 

地域振興局等の職員の兼務及び兼職に関する規程（平成16年３月新潟県訓令第20号）の一部を次の表のように

改正し、令和７年４月１日から実施する。 

令和７年３月28日 

新潟県知事  花 角  英 世 

（下線部分は改正部分） 

改 正 後 改 正 前 

福祉保健部生活衛生課 

地 域 振 興 局 

中央福祉相談センター 

工業技術総合研究所 

 

（兼務） 

第１条 （略） 

２～６ （略） 

７ 工業技術総合研究所総務課総務係の事務を命ぜ

られた職員及び工業技術総合研究所技術統括セン

ターの事務を命ぜられた職員（研究主幹及びレー

ザー・ナノテク研究室の事務を命ぜられた職員を

除く｡)は、工業技術総合研究所下越技術支援セン

ターに兼務を命ぜられたものとする。 

８ 工業技術総合研究所の各技術支援センター（下

越技術支援センターを除く｡)の事務を命ぜられた

職員（技術支援センター長及び事務職員を除く｡)

は、工業技術総合研究所に兼務を命ぜられたもの

とする。 

福祉保健部生活衛生課 

地 域 振 興 局 

中央福祉相談センター 

 

 

（兼務） 

第１条 （略） 

２～６ （略） 
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◎新潟県訓令第12号 

本     庁 

地 域 機 関 

新潟県事務決裁規程（昭和35年３月新潟県訓令第８号）の一部を次の表のように改正し、令和７年４月１日か

ら実施する。ただし、別表第４福祉保健総務課の部及び河川管理課の部の改正並びに別表第５新発田、新潟、三

条、長岡、南魚沼、上越及び佐渡地域振興局の健康福祉環境部長及び健康福祉部長専決事項の部の改正並びに別

表第６第３号の表の改正(｢第544号」を「第562号」に改める部分に限る｡)は、公布の日から実施する。 

令和７年３月28日 

新潟県知事  花 角  英 世 

（下線及び太枠部分は改正部分） 

改 正 後 改 正 前 

  （参事等の専決事項） 

第５条の９ 課（課又はセンターに置く室以外の室

及び課に置くセンター以外のセンターを含む。以

下同じ｡)に置かれる参事(情報主幹を含む｡)及び副

参事（行政調査員、法務調整員、財政調整員、人

事調査員、総括政策企画員、政策企画員、危機対

策専門員、企画監査員、建築調整員、電気調整員、

主席検査員及び会計調査員を含む｡)は、第５条に

規定する課長専決事項（別表第３第２号から第10

号まで及び第31号に掲げる事項に限る｡)及び第６

条第１項に規定する課長専決事項のうち、当該課

長の指定する事項について専決するものとする。 

 

（課長の権限の代決） 

第11条 （略） 

２ 課長及び課長補佐がともに不在のときは、課に

置く室及びセンター以外の課の事項については、

その事務を担当する係長又は副参事（行政調査員、

法務調整員、財政調整員、人事調査員、総括政策

企画員、政策企画員、危機対策専門員、企画監査

員、建築調整員、電気調整員、主席検査員及び会

計調査員を含む。第４項、次条及び第11条の３に

おいて同じ｡)がその事務を代決する。 

３・４ （略） 

 

別表第４（第６条関係） 

（略） 

総務部 

（略） 

大学・私学振興課 

部長専決事項 課長専決事項 

(1)・(2) （略） 

(3) 私立学校法（昭和

24年法律第270号）第

24条第１項（同法第

152条第６項におい

て準用する場合を含

む｡)の規定により、

寄附行為の認可をす

 

（参事等の専決事項） 

第５条の９ 課（課又はセンターに置く室以外の室

及び課に置くセンター以外のセンターを含む。以

下同じ｡)に置かれる参事(情報主幹を含む｡)及び副

参事（行政調査員、法務調整員、財政調整員、人

事調査員、総括政策企画員、政策企画員、危機対

策専門員、企画監査員、建築調整員、主席検査員

及び会計調査員を含む｡)は、第５条に規定する課

長専決事項（別表第３第２号から第10号まで及び

第31号に掲げる事項に限る｡)及び第６条第１項に

規定する課長専決事項のうち、当該課長の指定す

る事項について専決するものとする。 

 

（課長の権限の代決） 

第11条 （略） 

２ 課長及び課長補佐がともに不在のときは、課に

置く室及びセンター以外の課の事項については、

その事務を担当する係長又は副参事（行政調査員、

法務調整員、財政調整員、人事調査員、総括政策

企画員、政策企画員、危機対策専門員、企画監査

員、建築調整員、主席検査員及び会計調査員を含

む。第４項、次条及び第11条の３において同じ｡)

がその事務を代決する。 

３・４ （略） 

 

別表第４（第６条関係） 

（略） 

総務部 

（略） 

大学・私学振興課 

部長専決事項 課長専決事項 

(1)・(2) （略） 

(3) 私立学校法（昭和

24年法律第270号）第

31条第１項（同法第

64条第５項において

準用する場合を含

む｡)の規定により、

寄附行為の認可をす
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ること。 

(4) 私立学校法第109

条第３項（同法第152

条第６項において準

用する場合を含む｡)

の規定による解散の

認可をすること。 

 

(5) 私立学校法第126

条第３項（同法第152

条第６項において準

用する場合を含む｡)

の規定による合併の

認可をすること。 
  

（略） 

統計課 

部長専決事項 課長専決事項 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

(1) （略） 

(2) （略） 

 

 

 

(3) （略） 

(4) （略） 

(5) （略） 

(6) （略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ること。 

(4) 私立学校法第50条

第２項（同法第64条

第５項において準用

する場合を含む｡)の

規定による解散の認

可又は認定をするこ

と。 

(5) 私立学校法第52条

第２項（同法第64条

第５項において準用

する場合を含む｡)の

規定による合併の認

可をすること。 
  

（略） 

統計課 

部長専決事項 課長専決事項 

統計刊行物の発行計

画を決定すること。 

(1) 統計大会、統計研

修会及び統計講習会

の開催その他統計知

識の普及向上に関す

る事業の計画を決定

すること。 

(2) 統計功労者の表彰

に係る推薦を行うこ

と。 

(3) （略） 

(4) （略） 

(5) 市町村及び調査員

に対する説明会を開

催すること。 

(6) （略） 

(7) （略） 

(8) （略） 

(8)の２ （略） 

(9) 新潟県統計調査

条例（昭和28年新潟

県条例第38号）第９

条の規定により、県

統計調査に係る調査

票情報を利用するこ

と。 

(9)の２ 新潟県統計

調査条例第 10条第

１項の規定により、

県統計調査に係る調

査票情報を提供する

こと。 

(10) 統計調査員任

用候補者登録制度
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（略） 

（略） 

福祉保健部 

福祉保健総務課 

部長専決事項 課長専決事項 

 

(1) （略） 

 

 

 

 

 

(2) （略） 

(3) （略） 

(4) （略） 

(5) （略） 

(1)～(4) （略） 

(5) 生活保護法（昭和

25年法律第144号）第

50条第２項（同法第

55条において準用す

る場合を含む｡)の規

定による指定医療機

関等の指導をするこ

と。 

(6)～(14) （略） 

  
（略） 

障害福祉課 

部長専決事項 課長専決事項 

(1) 精神保健及び精神

障害者福祉に関する

法律（昭和25年法律

第123号）第38条の３

第４項の規定によ

り、精神科病院の管

理者に対し入院中の

者を退院させること

を命ずること。 

(2) 精神保健及び精神

障害者福祉に関する

法律第38条の５第５

項の規定により、精

神科病院の管理者に

対し入院中の者を退

院させること又は処

遇の改善のために必

要な措置を採ること

を命ずること。 

(3) （略） 

(1)～(5)の４ （略） 

(5)の５ 精神保健及

び精神障害者福祉に

関する法律第38条の

６第１項の規定によ

り、精神科病院の管

理者に対し報告を求

め、若しくは帳簿書

類の提出等を命じ、

当該職員若しくは精

神保健指定医に立入

検査若しくは質問を

させ、又は精神保健

指定医に、精神科病

院に立ち入り、入院

中の者を診察させる

こと。 

(5)の６ 精神保健及

び精神障害者福祉に

関する法律第38条の

６第２項の規定によ

の実施市町村及び市

町村別の任用候補者

登録者数を決定する

こと。 

(11) 統計調査員任

用候補者の登録又は

取消しを決定するこ

と。 

(12) 統計刊行物を編

集し、発行すること。 
  

（略） 

（略） 

福祉保健部 

福祉保健総務課 

部長専決事項 課長専決事項 

(1) 削除 

(2) （略） 

(3) 生活保護法（昭和

25年法律第144号）第

20条第１項の規定に

より、市町村長を指

揮監督すること。 

(4) （略） 

(5) （略） 

(6) （略） 

(7) （略） 

(1)～(4) （略） 

(5) 生活保護法第50条

第２項（同法第55条

において準用する場

合を含む｡)の規定に

よる指定医療機関等

の指導をすること。 

 

 

(6)～(14) （略） 

  
（略） 

障害福祉課 

部長専決事項 課長専決事項 

(1) 精神保健及び精神

障害者福祉に関する

法律（昭和25年法律

第123号）第38条の３

第４項の規定によ

り、入院中の者を退

院させること。 

 

 

(2) 精神保健及び精神

障害者福祉に関する

法律第38条の５第５

項の規定により、入

院中の者を退院させ

ること。 

 

 

 

 

(3) （略） 

(1)～(5)の４ （略） 

(5)の５ 精神保健及

び精神障害者福祉に

関する法律第38条の

６第１項の規定によ

り、精神保健指定医

に、精神科病院に立

ち入り、帳簿書類を

検査させ、関係者に

質問させ、又は入院

中の者を診察させる

こと。 
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り、精神科病院の管

理者等に対し、報告

を求め、又は帳簿書

類の提出等を命ずる

こと。 

(5)の７ （略） 

(5)の８ （略） 

(5)の９ 精神保健及

び精神障害者福祉に

関する法律第40条の

５第１項の規定によ

り、精神科病院の管

理者に対し報告を求

め、若しくは帳簿書

類の提出等を命じ、

当該職員若しくは精

神保健指定医に立入

検査若しくは質問を

させ、又は精神保健

指定医に、精神科病

院に立ち入り、入院

中の者を診察させる

こと。 

(5)の10 （略） 

(5)の11 （略） 

(6)～(32) （略） 
  

（略） 

（略） 

農林水産部 

農業総務課 

部長専決事項 課長専決事項 

(1)～(4) （略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(5) （略） 

(6) （略） 

(7) （略） 

(8) （略） 

(9) （略） 

(1)～(8) （略） 

 

 

 

 

(9)～(15) （略） 

 

 

 

 

 

 

(5)の６ （略） 

(5)の７ （略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(5)の８ （略） 

(5)の９ （略） 

(6)～(32) （略） 
  

（略） 

（略） 

農林水産部 

農業総務課 

部長専決事項 課長専決事項 

(1)～(4) （略） 

(5) 農住組合法（昭和

55年法律第86号）第

67条第１項の規定に

よる設立の認可をす

ること（２以上の市

町村の区域に係る場

合に限る。次号にお

いて同じ｡)。 

(6) 農住組合法第71条

第２項の規定による

解散の決議の認可を

すること。 

(7) 削除 

(8) （略） 

(9) （略） 

(10) （略） 

(11) （略） 

(12) （略） 

(1)～(8) （略） 

(8)の２ 農住組合法

第33条の６の規定に

より、仮理事を選任

すること。 

(9)～(15) （略） 
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(10) （略） 
  

（略） 

農地部 

農地管理課 

部長専決事項 課長専決事項 

(1) 農地法第51条第４

項の規定により、原

状回復等の措置を講

じ、又は公告するこ

と。 

(2) 農地法第51条第５

項の規定により、原

状回復等の措置に要

した費用について負

担させること。 

(3) （略） 

(1) 農地法第４条第１

項の規定による農地

の転用の許可をする

こと（三条地域振興

局農業振興部長の専

決事項を除く。次号

から第４号まで、第

６号から第８号まで

及び第12号から第17

号までにおいて同

じ｡)。 

(2)～(7) （略） 

(8) 農地法第51条第３

項の規定により、命

令に従わなかつた旨

等を公表すること。 

(9) （略） 

(10) （略） 

(11) （略） 

(12) （略） 

(13) （略） 

(14) （略） 

(15) （略） 

(16) （略） 

(17) （略） 
  

（略） 

土木部 

（略） 

河川管理課 

部長専決事項 課長専決事項 

(1)～(21) （略） 

(22) 特定都市河川浸

水被害対策法（平成

15年法律第77号）第

３条第４項、第５項

又は第11項の規定に

より、特定都市河川

又は特定都市河川流

域の指定、指定の変

更若しくは解除をす

ること。 

(23) 特定都市河川浸

水被害対策法第53条

第１項又は第６項の

規定により、貯留機

(1)～(16) （略） 

(17) 特定都市河川浸

水被害対策法第４条

第１項又は第12項の

規定により、流域水

害対策計画を定め、

又はこれを変更する

こと。 

(18) 特定都市河川浸

水被害対策法第30条

第１項又は第37条第

１項の規定により、

雨水浸透阻害行為の

許可又は変更の許可

をすること。 

(13) （略） 
  

（略） 

農地部 

農地管理課 

部長専決事項 課長専決事項 

(1) 農地法第51条第３

項の規定により、原

状回復等の措置を講

じ、又は公告するこ

と。 

(2) 農地法第51条第４

項の規定により、原

状回復等の措置に要

した費用について負

担させること。 

(3) （略） 

(1) 農地法第４条第１

項の規定による農地

の転用の許可をする

こと（三条地域振興

局農業振興部長の専

決事項を除く。次号

から第４号まで、第

６号、第７号及び第

11号から第16号まで

において同じ｡)。 

 

(2)～(7) （略） 

 

 

 

 

(8) （略） 

(9) （略） 

(10) （略） 

(11) （略） 

(12) （略） 

(13) （略） 

(14) （略） 

(15) （略） 

(16) （略） 
  

（略） 

土木部 

（略） 

河川管理課 

部長専決事項 課長専決事項 

(1)～(21) （略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(1)～(16) （略） 
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能保全区域の指定又

は指定の解除をする

こと。 

(24) 特定都市河川浸

水被害対策法第56条

第１項、第10項又は

第 11項の規定によ

り、浸水被害防止区

域の指定、指定の変

更又は解除をするこ

と。 

(25) （略） 

(26) （略） 

(27) （略） 

(19) 特定都市河川浸

水被害対策法第57条

第１項又は第62条第

１項の規定により、

特定開発行為の許可

又は変更の許可をす

ること。 

(20) 特定都市河川浸

水被害対策法第66条

第１項又は第71条第

１項の規定により、

特定建築行為の許可

又は変更の許可をす

ること。 

(21) 特定都市河川浸

水被害対策法第76条

第１項の規定によ

り、建築物の所有者

等に対し勧告をする

こと。 
  

（略） 

都市政策課 

部長専決事項 課長専決事項 

(1) 宅地造成及び特定

盛土等規制法（昭和

36年法律第191号）第

10条第１項の規定に

より、宅地造成等工

事規制区域の指定を

すること。 

(2) 宅地造成及び特定

盛土等規制法第26条

第１項の規定によ

り、特定盛土等規制

区域の指定をするこ

と。 

(3) 宅地造成及び特定

盛土等規制法第45条

第１項又は第２項の

規定により、造成宅

地防災区域の指定又

は指定の解除をする

こと。 

(4)から(6)まで 削除 

 

(7)～(33) （略） 

(1) 宅地造成及び特定

盛土等規制法第20条

又は第39条の規定に

より、偽りその他不

正な手段により許可

を受けた者等に対し

て監督処分をするこ

と。 

(2) 宅地造成及び特定

盛土等規制法第 23

条、第42条又は第47

条の規定により、擁

壁等の設置等を行う

ことを命ずること。 

(3)から(7)まで 削除 

 

(8)～(27) （略） 

  
（略） 

建築住宅課 

部長専決事項 課長専決事項 

（略） (1)～(21)の２ （略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(22) （略） 

(23) （略） 

(24) （略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
  

（略） 

都市政策課 

部長専決事項 課長専決事項 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(1)から(6)まで 削除 

(7)～(33) （略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(1)から(7)まで 削除 

(8)～(27) （略） 

  
（略） 

建築住宅課 

部長専決事項 課長専決事項 

（略） (1)～(21)の２ （略） 
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(21)の３ 建築物のエ

ネルギー消費性能の

向上等に関する法律

（平成27年法律第53

号）第７条の規定に

より、必要な指導及

び助言をすること

（地域振興局長に委

任 し た も の を 除

く｡)。 

(22)～(44) （略） 
  

（略） 

 

別表第５（第14条の２関係） 

（略） 

新発田、新潟、三条、長岡、南魚沼、上

越及び佐渡地域振興局の健康福祉環境部

長及び健康福祉部長専決事項 

(1)～(16) （略） 

(17) 特別児童扶養手当等の支給に関する法律施

行規則第17条第２項又は第22条の規定により、

特別児童扶養手当支給停止通知書を交付するこ

と。 

(18)・(19) （略） 

 

 

 

 

(20) 特別児童扶養手当等の支給に関する法律施

行規則第19条第２項の規定により、特別児童扶

養手当額改定請求却下通知書を交付すること。 

(21) （略） 

(22) 特別児童扶養手当等の支給に関する法律施

行規則第24条の規定により、特別児童扶養手当

資格喪失通知書を交付すること。 

（略） 

三条地域振興局農業振興部長専決事項 

(1)～(6) （略） 

(7) 農地法第51条第３項の規定により、命令に従

わなかつた旨等を公表すること。 

(8) （略） 

(9) （略） 

(10) （略） 

(11) （略） 

(12) （略） 

(13) （略） 

（略） 

 

別表第６（第15条関係） 

(1)・(2) （略） 

(3) 地域振興局の部長、副部長、課長等の個別専

(21)の３ 建築物のエ

ネルギー消費性能の

向上等に関する法律

（平成27年法律第53

号）第８条の規定に

より、必要な指導及

び助言をすること

（地域振興局長に委

任 し た も の を 除

く｡)。 

(22)～(44) （略） 
  

（略） 

 

別表第５（第14条の２関係） 

（略） 

新発田、新潟、三条、長岡、南魚沼、上

越及び佐渡地域振興局の健康福祉環境部

長及び健康福祉部長専決事項 

(1)～(16) （略） 

(17) 特別児童扶養手当等の支給に関する法律施

行規則第17条第２項又は第22条第２項の規定に

より、特別児童扶養手当支給停止通知書を交付

すること。 

(18)・(19) （略） 

(20) 特別児童扶養手当等の支給に関する法律施

行規則第19条第３項、第22条第３項又は第24条

第２項の規定により、特別児童扶養手当証書の

提出を命ずること。 

(21) 特別児童扶養手当等の支給に関する法律施

行規則第19条第６項の規定により、特別児童扶

養手当額改定請求却下通知書を交付すること。 

(22) （略） 

(23) 特別児童扶養手当等の支給に関する法律施

行規則第24条第１項の規定により、特別児童扶

養手当資格喪失通知書を交付すること。 

（略） 

三条地域振興局農業振興部長専決事項 

(1)～(6) （略） 

 

 

(7) （略） 

(8) （略） 

(9) （略） 

(10) （略） 

(11) （略） 

(12) （略） 

（略） 

 

別表第６（第15条関係） 

(1)・(2) （略） 

(3) 地域振興局の部長、副部長、課長等の個別専
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決事項 

専決権限を

有する者 

専 決 事 項 

（略）  

村上地域振

興局地域整

備部長 

新潟県事務委任規則第３条の３

第１項第199号から第320号まで、

第340号から第492号まで及び第

517号から第562号まで並びに第５

項に規定する事項（地域整備部の

副部長（総務担当)､業務課長及び

維持管理課長の専決事項を除き、

同条第１項第302号から第320号ま

で及び第534号の２から第534号の

６までに規定する事項については

森林及び林業並びに農村振興に関

する事項を除く｡) 
  
新発田地域

振興局地域

整備部長 

新潟県事務委任規則第３条の３

第１項第199号から第320号まで、

第340号から第492号まで及び第

517号から第562号まで、第４項第

134号、第135号及び第137号から第

230号まで並びに第５項第１号か

ら第12号までに規定する事項（地

域整備部の副部長（総務担当)､庶

務課長及び維持管理課長の専決事

項を除き、同条第１項第302号から

第320号まで及び第534号の２から

第534号の６までに規定する事項

については森林及び林業並びに農

村振興に関する事項を除き、同条

第４項第134号及び第135号に規定

する事項については新潟県アスベ

ストの排出及び飛散の防止等に関

する条例第６条に規定する建築物

の所有者等が講ずるアスベスト排

出防止措置に係るものに限る｡) 

新潟地域振

興局地域整

備部長 

新潟県事務委任規則第３条の３

第１項第199号から第320号まで、

第340号から第492号まで及び第

517号から第562号まで並びに第５

項第１号から第12号までに規定す

る事項並びに同条第10項に規定す

る事項（同条第４項第１号、第２

号及び第136号の２から第136号の

67までに係るものを除く｡)（地域

整備部の副部長（総務担当）及び

庶務課長、新津地域整備部長並び

に新津地域整備部の副部長（総務

担当)､用地・行政課長及び維持管

理課長並びに津川地区振興事務所

決事項 

専決権限を

有する者 

専 決 事 項 

（略）  

村上地域振

興局地域整

備部長 

新潟県事務委任規則第３条の３

第１項第199号から第320号まで、

第340号から第492号まで及び第

517号から第544号まで並びに第５

項に規定する事項（地域整備部の

副部長（総務担当)､業務課長及び

維持管理課長の専決事項を除き、

同条第１項第302号から第320号ま

で及び第534号の２から第534号の

６までに規定する事項については

森林及び林業並びに農村振興に関

する事項を除く｡) 
  
新発田地域

振興局地域

整備部長 

新潟県事務委任規則第３条の３

第１項第199号から第320号まで、

第340号から第492号まで及び第

517号から第544号まで、第４項第

134号、第135号及び第137号から第

243号まで並びに第５項第１号か

ら第12号までに規定する事項（地

域整備部の副部長（総務担当)､庶

務課長及び維持管理課長の専決事

項を除き、同条第１項第302号から

第320号まで及び第534号の２から

第534号の６までに規定する事項

については森林及び林業並びに農

村振興に関する事項を除き、同条

第４項第134号及び第135号に規定

する事項については新潟県アスベ

ストの排出及び飛散の防止等に関

する条例第６条に規定する建築物

の所有者等が講ずるアスベスト排

出防止措置に係るものに限る｡) 

新潟地域振

興局地域整

備部長 

新潟県事務委任規則第３条の３

第１項第199号から第320号まで、

第340号から第492号まで及び第

517号から第544号まで並びに第５

項第１号から第12号までに規定す

る事項並びに同条第10項に規定す

る事項（同条第４項第１号、第２

号及び第136号の２から第136号の

67までに係るものを除く｡)（地域

整備部の副部長（総務担当）及び

庶務課長、新津地域整備部長並び

に新津地域整備部の副部長（総務

担当)､用地・行政課長及び維持管

理課長並びに津川地区振興事務所
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長並びに津川地区振興事務所の事

務職員の次長、用地・行政課長及

び維持管理課長の専決事項を除

き、同条第１項第302号から第320

号まで及び第534号の２から第534

号の６までに規定する事項につい

ては森林及び林業並びに農村振興

に関する事項を除き、同条第10項

第３号に規定する事項（同条第４

項第134号及び第135号に係るもの

に限る｡)については新潟県アスベ

ストの排出及び飛散の防止等に関

する条例第６条に規定する建築物

の所有者等が講ずるアスベスト排

出防止措置に係るものに限り、新

潟県事務委任規則第３条の３第５

項第１号から第12号までに規定す

る事項については新潟地域振興局

新潟港湾事務所の所長、次長、業

務課長、東港分所長及び東港分所

業務課長の専決事項を除く｡) 
  
新潟地域振

興局新津地

域整備部長 

新潟県事務委任規則第３条の３

第１項第199号から第320号まで、

第340号から第492号まで及び第

517号から第562号までに規定する

事項（新津地域整備部の副部長（総

務担当)､用地・行政課長及び維持

管理課長並びに津川地区振興事務

所長並びに津川地区振興事務所の

事務職員の次長、用地・行政課長

及び維持管理課長の専決事項を除

き、同項第302号から第320号まで

及び第534号の２から第534号の６

までに規定する事項については森

林及び林業並びに農村振興に関す

る事項を除く｡) 

三条地域振

興局地域整

備部長 

新潟県事務委任規則第３条の３

第１項第199号から第320号まで、

第340号から第492号まで及び第

517号から第562号まで並びに第４

項第134号、第135号及び第137号か

ら第230号までに規定する事項（地

域整備部の副部長（総務担当)､用

地・行政課長及び維持管理課長の

専決事項を除き、同条第１項第302

号から第320号まで及び第534号の

２から第534号の６までに規定する

事項については森林及び林業並び

に農村振興に関する事項を除き、

同条第４項第134号及び第135号に

長並びに津川地区振興事務所の事

務職員の次長、用地・行政課長及

び維持管理課長の専決事項を除

き、同条第１項第302号から第320

号まで及び第534号の２から第534

号の６までに規定する事項につい

ては森林及び林業並びに農村振興

に関する事項を除き、同条第10項

第３号に規定する事項（同条第４

項第134号及び第135号に係るもの

に限る｡)については新潟県アスベ

ストの排出及び飛散の防止等に関

する条例第６条に規定する建築物

の所有者等が講ずるアスベスト排

出防止措置に係るものに限り、新

潟県事務委任規則第３条の３第５

項第１号から第12号までに規定す

る事項については新潟地域振興局

新潟港湾事務所の所長、次長、業

務課長、東港分所長及び東港分所

業務課長の専決事項を除く｡) 
  
新潟地域振

興局新津地

域整備部長 

新潟県事務委任規則第３条の３

第１項第199号から第320号まで、

第340号から第492号まで及び第

517号から第544号までに規定する

事項（新津地域整備部の副部長（総

務担当)､用地・行政課長及び維持

管理課長並びに津川地区振興事務

所長並びに津川地区振興事務所の

事務職員の次長、用地・行政課長

及び維持管理課長の専決事項を除

き、同項第302号から第320号まで

及び第534号の２から第534号の６

までに規定する事項については森

林及び林業並びに農村振興に関す

る事項を除く｡) 

三条地域振

興局地域整

備部長 

新潟県事務委任規則第３条の３

第１項第199号から第320号まで、

第340号から第492号まで及び第

517号から第544号まで並びに第４

項第134号、第135号及び第137号か

ら第243号までに規定する事項（地

域整備部の副部長（総務担当)､用

地・行政課長及び維持管理課長の

専決事項を除き、同条第１項第302

号から第320号まで及び第534号の

２から第534号の６までに規定する

事項については森林及び林業並び

に農村振興に関する事項を除き、

同条第４項第134号及び第135号に
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規定する事項については新潟県ア

スベストの排出及び飛散の防止等

に関する条例第６条に規定する建

築物の所有者等が講ずるアスベス

ト排出防止措置に係るものに限

る｡) 
  
長岡地域振

興局地域整

備部長 

新潟県事務委任規則第３条の３

第１項第199号から第320号まで、

第340号から第492号まで及び第

517号から第562号まで、第４項第

134号、第135号及び第137号から第

230号まで並びに第５項に規定す

る事項（地域整備部の副部長（総

務担当)､庶務課長、維持管理課長、

与板維持管理事務所長及び小千谷

維持管理事務所長の専決事項を除

き、同条第１項第302号から第320

号まで及び第534号の２から第534

号の６までに規定する事項につい

ては森林及び林業並びに農村振興

に関する事項を除き、同条第４項

第134号及び第135号に規定する事

項については新潟県アスベストの

排出及び飛散の防止等に関する条

例第６条に規定する建築物の所有

者等が講ずるアスベスト排出防止

措置に係るものに限る｡) 
  
魚沼及び十

日町の各地

域振興局地

域整備部長 

新潟県事務委任規則第３条の３

第１項第199号から第320号まで、

第340号から第492号まで及び第

517号から第562号までに規定する

事項（地域整備部の副部長（総務

担当)､用地・行政課長及び維持管

理課長の専決事項を除き、同項第

302号から第320号まで及び第534

号の２から第534号の６までに規定

する事項については森林及び林業

並びに農村振興に関する事項を除

く｡) 
  
南魚沼地域

振興局地域

整備部長 

新潟県事務委任規則第３条の３

第１項第199号から第320号まで、

第340号から第492号まで及び第

517号から第562号まで並びに第４

項第134号、第135号及び第137号か

ら第230号までに規定する事項（地

域整備部の副部長（総務担当)､庶

務課長及び維持管理課長の専決事

項を除き、同条第１項第302号から

第320号まで及び第534号の２から

第534号の６までに規定する事項

規定する事項については新潟県ア

スベストの排出及び飛散の防止等

に関する条例第６条に規定する建

築物の所有者等が講ずるアスベス

ト排出防止措置に係るものに限

る｡) 
  
長岡地域振

興局地域整

備部長 

新潟県事務委任規則第３条の３

第１項第199号から第320号まで、

第340号から第492号まで及び第

517号から第544号まで、第４項第

134号、第135号及び第137号から第

243号まで並びに第５項に規定す

る事項（地域整備部の副部長（総

務担当)､庶務課長、維持管理課長、

与板維持管理事務所長及び小千谷

維持管理事務所長の専決事項を除

き、同条第１項第302号から第320

号まで及び第534号の２から第534

号の６までに規定する事項につい

ては森林及び林業並びに農村振興

に関する事項を除き、同条第４項

第134号及び第135号に規定する事

項については新潟県アスベストの

排出及び飛散の防止等に関する条

例第６条に規定する建築物の所有

者等が講ずるアスベスト排出防止

措置に係るものに限る｡) 
  
魚沼及び十

日町の各地

域振興局地

域整備部長 

新潟県事務委任規則第３条の３

第１項第199号から第320号まで、

第340号から第492号まで及び第

517号から第544号までに規定する

事項（地域整備部の副部長（総務

担当)､用地・行政課長及び維持管

理課長の専決事項を除き、同項第

302号から第320号まで及び第534

号の２から第534号の６までに規定

する事項については森林及び林業

並びに農村振興に関する事項を除

く｡) 
  
南魚沼地域

振興局地域

整備部長 

新潟県事務委任規則第３条の３

第１項第199号から第320号まで、

第340号から第492号まで及び第

517号から第544号まで並びに第４

項第134号、第135号及び第137号か

ら第243号までに規定する事項（地

域整備部の副部長（総務担当)､庶

務課長及び維持管理課長の専決事

項を除き、同条第１項第302号から

第320号まで及び第534号の２から

第534号の６までに規定する事項
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については森林及び林業並びに農

村振興に関する事項を除き、同条

第４項第134号及び第135号に規定

する事項については新潟県アスベ

ストの排出及び飛散の防止等に関

する条例第６条に規定する建築物

の所有者等が講ずるアスベスト排

出防止措置に係るものに限る｡) 
  
柏崎地域振

興局地域整

備部長 

新潟県事務委任規則第３条の３

第１項第199号から第320号まで、

第340号から第492号まで及び第

517号から第562号まで、第５項並

びに第11項に規定する事項（地域

整備部の副部長（総務担当)､用地

・行政課長及び維持管理課長の専

決事項を除き、同条第１項第302

号から第320号まで及び第534号の

２から第534号の６までに規定する

事項については森林及び林業並び

に農村振興に関する事項を除く｡) 
  
上越地域振

興局地域整

備部長 

新潟県事務委任規則第３条の３

第１項第199号から第320号まで、

第340号から第492号まで及び第

517号から第562号まで、第４項第

134号、第135号及び第137号から第

230号まで並びに第５項に規定す

る事項（地域整備部の副部長（総

務担当)､庶務課長、維持管理課長

及び上越東維持管理事務所長の専

決事項を除き、上越地域振興局妙

高砂防事務所の所長及び次長並び

に上越地域振興局直江津港湾事務

所の所長、次長及び業務課長の専

決事項を除き、同条第１項第302

号から第320号まで及び第534号の

２から第534号の６までに規定する

事項については森林及び林業並び

に農村振興に関する事項を除き、

同条第４項第134号及び第135号に

規定する事項については新潟県ア

スベストの排出及び飛散の防止等

に関する条例第６条に規定する建

築物の所有者等が講ずるアスベス

ト排出防止措置に係るものに限

る｡) 
  
糸魚川地域

振興局地域

整備部長 

新潟県事務委任規則第３条の３

第１項第199号から第320号まで、

第340号から第492号まで及び第

517号から第562号まで並びに第５

項に規定する事項（地域整備部の

については森林及び林業並びに農

村振興に関する事項を除き、同条

第４項第134号及び第135号に規定

する事項については新潟県アスベ

ストの排出及び飛散の防止等に関

する条例第６条に規定する建築物

の所有者等が講ずるアスベスト排

出防止措置に係るものに限る｡) 
  
柏崎地域振

興局地域整

備部長 

新潟県事務委任規則第３条の３

第１項第199号から第320号まで、

第340号から第492号まで及び第

517号から第544号まで、第５項並

びに第11項に規定する事項（地域

整備部の副部長（総務担当)､用地

・行政課長及び維持管理課長の専

決事項を除き、同条第１項第302

号から第320号まで及び第534号の

２から第534号の６までに規定する

事項については森林及び林業並び

に農村振興に関する事項を除く｡) 
  
上越地域振

興局地域整

備部長 

新潟県事務委任規則第３条の３

第１項第199号から第320号まで、

第340号から第492号まで及び第

517号から第544号まで、第４項第

134号、第135号及び第137号から第

243号まで並びに第５項に規定す

る事項（地域整備部の副部長（総

務担当)､庶務課長、維持管理課長

及び上越東維持管理事務所長の専

決事項を除き、上越地域振興局妙

高砂防事務所の所長及び次長並び

に上越地域振興局直江津港湾事務

所の所長、次長及び業務課長の専

決事項を除き、同条第１項第302

号から第320号まで及び第534号の

２から第534号の６までに規定する

事項については森林及び林業並び

に農村振興に関する事項を除き、

同条第４項第134号及び第135号に

規定する事項については新潟県ア

スベストの排出及び飛散の防止等

に関する条例第６条に規定する建

築物の所有者等が講ずるアスベス

ト排出防止措置に係るものに限

る｡) 
  
糸魚川地域

振興局地域

整備部長 

新潟県事務委任規則第３条の３

第１項第199号から第320号まで、

第340号から第492号まで及び第

517号から第544号まで並びに第５

項に規定する事項（地域整備部の
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副部長（総務担当)､用地・行政課

長及び維持管理課長の専決事項を

除き、同条第１項第302号から第

320号まで及び第534号の２から第

534号の６までに規定する事項につ

いては森林及び林業並びに農村振

興に関する事項を除く｡) 
  
佐渡地域振

興局地域整

備部長 

新潟県事務委任規則第３条の３

第１項第199号から第320号まで、

第340号から第492号まで及び第

517号から第562号まで、第４項第

134号、第135号及び第137号から第

230号まで並びに第７項に規定す

る事項（地域整備部の副部長（総

務担当)､副部長（港湾空港担当)､

次長、用地・行政課長、維持管理

課長及び業務・空港用地課長の専

決事項を除き、同条第１項第302

号から第320号まで及び第534号の

２から第534号の６までに規定する

事項については森林及び林業並び

に農村振興に関する事項を除き、

同条第４項第134号及び第135号に

規定する事項については新潟県ア

スベストの排出及び飛散の防止等

に関する条例第６条に規定する建

築物の所有者等が講ずるアスベス

ト排出防止措置に係るものに限

る｡) 
  
（略） 

(4) （略） 

 

別表第７（第15条関係） 

(1) （略） 

(2) 地域機関（地域振興局を除く｡)の次長、課長

等が長期にわたり不在等の場合において当該次

長、課長等の専決事項について専決する者 

専決権限を有する者 専決する者 
（略） 
  地域機関の課長（自

治研修所総務課長、

消防学校の課長、は

まぐみ小児療育セン

ターの課長、テクノ

スクールの課長（新

潟テクノスクールの

課長を除く｡)、近代

美術館業務課長、農

業総合研究所総務

課長、農業総合研究

（略） 

副部長（総務担当)､用地・行政課

長及び維持管理課長の専決事項を

除き、同条第１項第302号から第

320号まで及び第534号の２から第

534号の６までに規定する事項につ

いては森林及び林業並びに農村振

興に関する事項を除く｡) 
  
佐渡地域振

興局地域整

備部長 

新潟県事務委任規則第３条の３

第１項第199号から第320号まで、

第340号から第492号まで及び第

517号から第544号まで、第４項第

134号、第135号及び第137号から第

243号まで並びに第７項に規定す

る事項（地域整備部の副部長（総

務担当)､副部長（港湾空港担当)､

次長、用地・行政課長、維持管理

課長及び業務・空港用地課長の専

決事項を除き、同条第１項第302

号から第320号まで及び第534号の

２から第534号の６までに規定する

事項については森林及び林業並び

に農村振興に関する事項を除き、

同条第４項第134号及び第135号に

規定する事項については新潟県ア

スベストの排出及び飛散の防止等

に関する条例第６条に規定する建

築物の所有者等が講ずるアスベス

ト排出防止措置に係るものに限

る｡) 
  
（略） 

(4) （略） 

 

別表第７（第15条関係） 

(1) （略） 

(2) 地域機関（地域振興局を除く｡)の次長、課長

等が長期にわたり不在等の場合において当該次

長、課長等の専決事項について専決する者 

専決権限を有する者 専決する者 
（略） 
  地域機関の課長（自

治研修所総務課長、

消防学校の課長、は

まぐみ小児療育セン

ターの課長、テクノ

スクールの課長（新

潟テクノスクールの

課長を除く｡)、近代

美術館業務課長、農

業総合研究所総務

課長、農業総合研究

（略） 
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所研究センターの課

長、農業大学校総務

課長、森林研究所の

課長、水産海洋研究

所の課長及び内水面

水産試験場の課長を

除き、東京事務所総

括所長代理、中央福

祉相談センター障害

者相談支援室長、保

健環境科学研究所

調査研究室長、工業

技術総合研究所の企

画連携室長及び技術

統括センター長、新

潟テクノスクールの

課長、農業総合研究

所の企画情報部長、

基盤研究部長及びア

グリ・フーズバイオ

研究部長並びに農業

大学校の農学部長及

び研修センター長を

含む｡) 
  （略） 

   

所研究センターの課

長、農業大学校総務

課長、森林研究所の

課長、水産海洋研究

所の課長及び内水面

水産試験場の課長を

除き、東京事務所総

括所長代理、中央福

祉相談センター障害

者相談支援室長、保

健環境科学研究所

調査研究室長、工業

技術総合研究所の企

画管理室長及び研究

開発センター長、新

潟テクノスクールの

課長、農業総合研究

所の企画情報部長、

基盤研究部長及びア

グリ・フーズバイオ

研究部長並びに農業

大学校の農学部長及

び研修センター長を

含む｡) 

  （略） 
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